
グリーン・トランスフォーメーション（GX）の実現に向けて特集 グリーン・トランスフォーメーション（GX）の実現に向けて

1.　はじめに

昨年 2023 年 8 月号では，「国土交通省における
「グリーンインフラ」の推進に向けた取組」と題
し，国土交通省がグリーンインフラに取り組み始
めた背景や，昨今の世界的潮流等に触れながら，
グリーンインフラ推進に関する施策等を紹介し
た。その後，同年 9月には「グリーンインフラ推
進戦略 2023」を公表し，「自然と共生する社会」
を目指すこととしている。
本稿では，「グリーンインフラ推進戦略 2023」

公表後の「自然と共生する社会」を目指すための
国土交通省における動向等について時系列形式で
紹介する。

2.　�グリーンインフラ推進戦略 2023�
について（2023 年 9 月公表）

国土交通省におけるグリーンインフラの定義
は，「社会資本整備や土地利用等のハード・ソフ
ト両面において，自然環境が有する多様な機能を
活用し，持続可能で魅力ある国土・都市・地域づ
くりを進める取組」としている。
「グリーンインフラ」という言葉が政府文書で
初めて登場したのが，第二次国土形成計画（2015

年 8 月 14 日閣議決定）である。その後，第 4次
社会資本整備重点計画（2015 年 9 月 18 日閣議決
定）等，さまざまな政府の計画でグリーンインフ
ラが位置付けられ，「国土の適切な管理」，「安
全・安心で持続可能な国土」，「人口減少・高齢化
等に対応した持続可能な地域社会の形成」といっ
た課題への対策の一つとして，グリーンインフラ
の取組を推進することとされてきた。
その後，2018 年には有識者からなる「グリー
ンインフラ懇談会」を開催し，グリーンインフラ
の推進に向けた議論を本格的に開始するととも
に，2019 年には「グリーンインフラ推進戦略」（以
下，「前戦略」という）を公表した。前戦略に基
づく施策の着実な実施により，我が国においても
グリーンインフラの概念が定着し，産学官の取組
が広がりつつあるが，前戦略策定以降 4年が経過
し，ネイチャーポジティブやカーボンニュートラ
ル，ネットゼロなど，グリーンインフラに関連す
る社会情勢にも大きな変化が生じた。
こうした社会情勢の変化を受け，環境に関する
さまざまな社会課題の解決に寄与するグリーンイ
ンフラを一層普及させるとともに，あらゆる場面
で実装（ビルトイン）させていくという，新たな
フェーズへの移行が求められている。
このような背景を踏まえ，2023 年 3 月に「グ
リーンインフラ懇談会」を開催し，新たなグリー
ンインフラ推進戦略のあり方について精力的に議
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論いただいた。
今回，策定・公表した「グリーンインフラ推進
戦略 2023」（以下，「新戦略」という）は，この
懇談会での議論を踏まえ，関係府省庁や地方公共
団体，民間企業，NPO，学術団体等のさまざま
な主体に対して，ネイチャーポジティブやカーボ
ンニュートラル等の社会情勢に対応したグリーン
インフラの目指す姿を示している。多様な主体が
参画できる環境整備の礎とし，その目指す姿に応
じて，グリーンインフラの推進に関する国土交通
省の取組を総合的・体系的に位置付け，前戦略を
全面改訂することに至った（図－ 1）。

⑴　目指す姿の設定と 4つの柱
新戦略では，新たにグリーンインフラの目指す
姿や取組に当たっての視点を示すとともに，「官」
と「民」が両輪となって，あらゆる分野・場面で
グリーンインフラを普及・ビルトインすることを
目指し，国土交通省の取組を総合的・体系的に位
置付けた。
前戦略との違いの一つは，グリーンインフラで
目指す姿として「自然と共生する社会」を掲げて

いる点である。2023 年 3 月 31 日に閣議決定され
た「生物多様性国家戦略 2023-2030」と方向性を
そろえる形となっている。また，グリーンインフ
ラそのものに取り組むことではなく，その先にあ
る「自然と共生する社会」を目指すのが目的であ
ることをあらためて強調するメッセージ性も含ま
れている。
さらに，我が国では，非常に厳しい自然と対峙
しながらも，自然に対する畏敬の念を持ち，自然
に順応し，自然を味方にする生活文化を築いてき
ており，生活習慣に根付いた伝統的文化として
「グリーンインフラ」に古くから取り組んでいた
ことを記載した。言葉（グリーンインフラ）と同
じように単に欧米に合わせるのではなく，今一
度，自然と共生してきた過去に目を向け，気付き
を与えるものである。
一方で，明治時代から戦後の高度成長期におい
て，自然を一方的に利用（消費）してきた背景か
ら，人類が生存し続けるための基盤となる地球環
境が限界を迎えつつあることを示す「プラネタリ
ーバウンダリー」（地球の限界）という言葉を使
用し，緊急にグリーンインフラに取り組む必要性

図－ 1　グリーンインフラ推進戦略 2023の概要（2023年 9月）
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を訴えている点も特徴である。
そして，「自然と共生する社会」の実現に向け
た具体の取組として次の 4つの柱を据え，国土交
通省の施策を体系的に整理した（図－ 1）。
・自然の力に支えられ，安全・安心に暮らせる社
会（安全・安心）

・自然の中で，健康で快適に暮らし，クリエイテ
ィブに楽しく活動できる社会（まち）

・自然を通じて，安らぎとつながりが生まれ，子
どもたちが健やかに育つ社会（ひと）

・自然を活かした地域活性化により，豊かさや賑
わいのある社会（しごと）

⑵　グリーンインフラのビルトインに向けた 7つ
の視点
前述した 4つの柱を横断・横串するかたちで，

「グリーンインフラのビルトインに向けた 7つの
視点」を位置付けた。「グリーンインフラ懇談会」
の議論で多く挙がった意見がこの 7つの視点（連
携，コミュニティ，技術，評価，資金調達，グロ
ーバル，デジタル）であった。それぞれの視点の
詳細は新戦略の本文を参照願いたいが，特に懇談
会委員から多く出た意見が「連携」であった。
地域内での団体の連携や，省庁間，役所間の連
携，また，役所では土木，下水道，まちづくりな
どのほか，福祉や子育てなど，さまざまなセクシ
ョンがグリーンインフラに関わるため，それらの
連携が重要になる。加えて，都市と農村の連携，
木造建築物が普及することによって森林の保全・
再生が図られる場合の建築分野と森林分野を一体
として捉えるという連携，世代間の連携など多岐
にわたる「連携」の視点を示している。これらの
「連携」の視点をあらためて確認し，グリーンイ
ンフラに取り組む際のヒントにしていただきたい。
また，7つの視点のうち，「評価」の視点も重
要なポイントである。昨今，企業は自社が環境問
題に取り組んでいることを投資家に示す必要に迫
られており，2023 年 9月にはTNFD（自然関連財
務情報開示タスクフォース）の最終提言が発表さ
れた。企業がグリーンインフラに取り組むことが，

投資家へのアピールにつながると考え，グリーン
インフラの「実用的な評価・認証手法の構築」を
新戦略の中で掲げた。引き続き環境省や関係省庁
とも連携しながら，さまざまな分野でグリーンイ
ンフラに取り組みやすいよう進める予定である。

⑶　官民両輪での取組，経済団体と連携した国民
運動の展開
新戦略から強調して記載されているのが「官民
が両輪となって取り組む」という点である。グリ
ーン「インフラ」という言葉から「公共」の取組
と思われがちだが，商業施設，物流施設など民間
の施設・敷地を含め，国土・土地のあらゆる利用
者に関わるものであり，まちづくり全体として
「官民が両輪」となって取り組む必要があること
を強調した。行政と民間事業者が連携しつつ，と
もに主体的・積極的に自分事であることを意識し
て取り組んでいただきたい。
また，官民連携として，「経済団体との連携」を
打ち出している点も新戦略のポイントである。例
えば，経団連自然保護協議会において，基金を通
じたNGOの自然保護プロジェクトへの支援や企
業への啓発・情報提供・情報発信等が行われてい
る。こうした動きを踏まえ，積極的に連携しグリ
ーンインフラを「国民運動的に展開」することを
明記した点は，前戦略からの大きな一歩といえる。

3.　�グリーンインフラ実践ガイドに�
ついて（2023 年 10 月公表）

前述したとおり，新戦略では官と民が両輪とな
って，あらゆる分野・場面においてグリーンイン
フラをビルトインすることを目指している。その
ためにまずは，グリーンインフラのビルトインを
目指す地方公共団体をはじめとした多様な地域主
体に向け，グリーンインフラの基本的な考え方や
主な取組，まちづくり・公園・道路・河川・港湾・
海岸などのさまざまな場面における実践のポイン
トを解説した「グリーンインフラ実践ガイド」を
2023 年 10 月に公表した。
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本ガイドにより，地方公共団体の各分野の担当
部局が横断的に，グリーンインフラのビルトイン
に向けて一層取り組むことができるような基盤づ
くりを目指す。
自治体担当者からは，「幹部にグリーンインフ
ラを説明する際に活用し，理解を得られるように
なった」といった声が聞かれる。直感的にイメー
ジできる本ガイドにより，自治体内での意思決定
の一助になっているなど一定の評価を得ている
（図－ 2）。

〈実践ガイドの主な内容〉
・基本編：�グリーンインフラの基本的な考え方や

取組手法を解説
・実践編：�国土交通分野の社会資本整備・土地利

用事業が展開される空間に着目して，
グリーンインフラ実践のポイントを豊
富な事例で解説

・資料編：�各事業分野の指針・ガイドライン，グ
リーンインフラの取組に活用可能な国
等の支援制度など，実務に役立つ情報
を掲載

4.　普及啓発に関する取組

⑴　グリーインフラ優良事例視察会（2023年 11月）
2023 年 11 月 24 日，「グリーンインフラ優良事
例視察会」と題したツアーを愛媛県今治市で開催
した（図－ 3）。グリーンインフラの事例を対象

図－ 2　グリーンインフラ実践ガイド PRチラシ

図－ 3　グリーンインフラ優良事例視察会 PRチラシ
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としたツーリズムを今回初めて開催した。これは
グリーンインフラ官民連携プラットフォームを中
心に企画したもので，プラットフォーム会員の建
設コンサルタント会社や造園・緑化系，ゼネコ
ン，大学関係者，自治体職員など約 30 人が参加
した。
プラットフォーム会員の傾向として，自然豊か
な地方自治体や企業等の参画が少ない。今治市の
事例が，地方での認知拡大と取組推進の気付きに
なってもらいたいことからこの地を選定した。
ツアーではまず，戦国時代に瀬戸内海域を支配
した村上海賊の三家の一つである能

の

島
しま

村上氏の居
城があった無人島，能島を視察した。小島全体を
城郭とした特殊な構造の城跡であり，全国的にも
高い歴史的価値を有しているが，近年の自然環境
の大きな変化に伴って損傷が進んでいる。これを
受け今治市では，史跡の保存活用を目的に，魅力
ある自然環境が持つ機能を活かしながら，その歴
史性を守り，地域資源として活用できるような復
旧整備を推進しており，取組の経過を視察した。
その後，FC今治の本拠地「今治里山スタジア

ム」を視察した。このスタジアムは緑豊かな丘の
上にあり，バイオスウェルの設置や地域を巻き込

んだ取組など，まさにグリーンインフラのあらゆ
る取組を凝縮したスタジアムといえる。サッカー
日本代表の元監督で，現在は株式会社今治．夢ス
ポーツ代表取締役会長の岡田武史氏にスタジアム
でのグリーンインフラへの先駆的な取組について
講演してもらい，大変気付きの多い視察となった。
今後もプラットフォーム会員の意見等を聞きなが
ら参考となるような視察会を開催する予定である。

⑵　グリーンインフラの市場における経済価値に
関する研究会の設置（2023年 12月 14日）
前述した新戦略の中で投資対象としてのグリー
ンインフラについては，その効果の把握・見える
化やその評価の重要性について盛り込んでいる。
さらに，TNFD の最終提言（2023 年 9 月）や
ESG 投資の進展等の世界的潮流を踏まえ，「グリ
ーンインフラの市場における経済価値に関する研
究会」を設置した。
この研究会では，グリーンインフラの効果や関
連する評価の仕組みについて，体系的に整理・市
場分析を行い，市場における民間投資の促進に向
けて幅広く議論，検討を行う予定である（図－ 4）。

※委員の所属等は 2023 年 12月時点とする。

図－ 4　グリーンインフラの市場における経済価値に関する研究会の概要
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⑶　第 4回グリーンインフラ大賞（2024年 2月 7
日公表）
今年度で 4回目となるグリーンインフラ大賞に
ついて，全国から応募があった多数の取組事例の
中から「国土交通大臣賞」2件，「特別優秀賞」4
件，「優秀賞」4件を決定した（図－ 5，6）。
国土交通大臣賞のうち 1件は，医療×グリーン

インフラという新たな視点かつ定量的に効果を示
している点が高く評価された。もう 1件は谷津の
再生にさまざまな人を巻き込み，さらにデジタル
を活用して広域に活動している点が高く評価され
た。
国土交通大臣賞，特別優秀賞，優秀賞の取組内
容等は，グリーンインフラ官民連携プラットフォ

図－ 5　第 4回グリーンインフラ大賞「国土交通大臣賞」の概要

図－ 6　グリーンインフラ大賞「特別優秀賞」，「優秀賞」一覧
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ームのホームページから確認することができる。

⑷　グリーンインフラ産業展 2024の開催（2024
年 2月）
グリーンインフラの普及に向け，2024 年 2 月

20 日から 22 日までの 3日間，東京ビッグサイト
において「グリーンインフラ産業展 2024」を開
催した（図－ 7）。今回で 2回目となるグリーン
インフラ産業展であったが，来場者数は 3日間累
計で約 2万人（前回は約 1万 8千人）を超え，出
展者数については 82 社・団体（前回は 46 社・団
体）に上り，前回を上回る大盛況となった。この
数字からもグリーンインフラの認知度，期待度の
高さがうかがえた。
前回との違いの一つして，自動車会社，鉄道会

社など一見，グリーンインフラと関連が少ないよ
うな企業や，ブルーインフラをはじめとした海洋
土木分野，デベロッパーの出展など新たな業界か
らの出展も見られ，まさにあらゆる分野でグリー
インフラに取り組まれていることが見てとれた。
また，大学の研究室をはじめとした学生による発

表の場としても活用され，ユース世代の参加者，
来場者も多く見られた。

5.　おわりに

カーボンニュートラルやネイチャーポジティブ
など，世界的な潮流である課題の解決に貢献する
グリーンインフラは，今後も重要なキーワードの
一つといえる。地方公共団体や民間企業等，それ
ぞれの課題解決の一助となり得るグリーンインフ
ラに今後も積極的に取り組んでいただきたい。
一方で，従来からの取組で「グリーンインフラ」
と称していないものを今一度見つめ直し，「グリ
ーンインフラ」と胸を張って称し，発信してもら
いたい。それぞれの考える「グリーンインフラ」
を定義し，取り組むことで日本中のあらゆるとこ
ろにグリーンインフラがビルトインされ，「自然
と共生する社会」が実現されるよう，国土交通省
でも本稿で紹介した内容に加え，引き続きさまざ
まな取組を検討する。

図－ 7　グリーンインフラ産業展 2024チラシ
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